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１．事業概要

（１）

① 給水

㎥／日

㎥

② 施設　

㎥／日

③ 料金

④ 組織（平成30年４月１日 現在）

（２）

（３）経営分析

　(Ｈ２６) 92,084 千円 (Ｈ２７) 93,004 千円　 (Ｈ２８) 94,692 千円

　(Ｈ２６) 37,889 千円 (Ｈ２７) 25,849 千円　 (Ｈ２８) 36,902 千円

　(Ｈ２６) 151.67 ％ (Ｈ２７) 129.43 ％ (Ｈ２８) 146.86 ％

　(Ｈ２６) 225.71 ％ (Ｈ２７) 351.68 ％ (Ｈ２８) 508.18 ％

　(Ｈ２６) 48.75 ％ (Ｈ２７) 48.75 ％ (Ｈ２８) 48.75 ％

　(Ｈ２６) 36.36 ％ (Ｈ２７) 41.69 ％ (Ｈ２８) 43.61 ％

　(Ｈ２６) 171.26 ％ (Ｈ２７) 137.87 ％ (Ｈ２８) 163.43 ％

5,606

5,014

11

18,600

・基本水量＋特定水量計 6,840㎥／日未満　基本料金45円／㎥　超過料金50円／㎥
・基本水量＋特定水量計 　168㎥／日未満　基本料金45円／㎥　超過料金50円／㎥
平成20年度から基本料金制を導入

組織体制；企業長　出雲市長、副企業長　松江市長（構成市の首長）　２課（管理課、工務課）　１２名体制（構成市からの派遣職員）
職　　種；事務職６名、技術職６名
年齢構成；４０歳代：５名、５０歳代：７名

　※詳細は別紙１のとおり

　工業用水道事業は、平成２年６月と平成１５年６月にそれぞれ１事業所ずつ計２事業所への工業用水の供給を開始しました。上水道

水源地の隣接地に水源地を設け、管路、取水施設を整備し供給を行っています。供給開始以降、上水道施設で不要となった施設を工

業用水道施設として再活用するなど経費の削減に努めてまいりました。

　また、職員に掛かる人件費や管理経費も上水道事業と同じ公営企業として組織内で運営していることから縮減に努めています。

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

現 在 配 水 能 力 11,500

1

【上記の指標等を踏まえた経営分析】
・料金収入は増加傾向にあるものの単年度利益、経常収支比率はほぼ横ばいで推移しています。
・契約率、施設利用率は現時点で半数に満たない割合となっており、余剰能力があると言えます。

現在配水能力に対する
施 設 利 用 率

料 金 回 収 率

流 動 比 率

団 体 名 ： 斐川宍道水道企業団

事 業 名 ： 工業用水道事業

給 水 先 事 業 所 数 2

1
管 路 延 長

水 源

経 常 収 支 比 率

現在配水能力に対する
契 約 率

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

料 金 収 入

純 損 益

これまでの主な経営健全化の取組

平 成 ２ 年 ６ 月 １ 日

1

契 約 水 量

斐川宍道水道企業団　工業用水道事業経営戦略

事業の現況

千ｍ

計 画 配 水 能 力

施 設 数

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： 年度～

供 用 開 始 年 月 日 平 成 ２ 年 ６ 月 １ 日

一 日 平 均 配 水 量

浄水場設置数

配水池設置数

㎥／日

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  湖沼水 ,  その他 



２．将来の事業環境

（１）

年度 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７ Ｈ３８ Ｈ３９

有収水量
の予測 1,820 1,916 1,820 1,820 1,976 1,976 1,976 1,976 1,976 1,976 1,976 1,976

（２）

年度 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７ Ｈ３８ Ｈ３９

料金収入
の予測 94,692 96,349 94,692 94,692 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792

（３）

年度 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７ Ｈ３８ Ｈ３９

有形固定
資産減価
償却率

46.3 49.1 51.9 54.5 57.0 59.4 61.7 64.0 66.3 68.4 70.6 72.7

施設利用
率 43.6 43.6 43.6 52.3 52.3 52.3 52.3 52.3 52.3 52.3 52.3 52.3

（４）

３．経営の基本方針

　昭和５９年に「斐川町宍道町水道企業団工業用水道事業」として設立され、平成１７年の市町村合併により「斐川宍道水道企業団工

業用水道事業」として現在２社へ給水を行っています。給水を行うにあたりこれまで第１期、第２期工事を、施設更新と安定供給のため

に第３期工事を行ないました。

　今後新規契約企業が見込めないなか、現契約企業のご理解により水道料金に平成２０年度から基本使用水量（基本料金制導入）を

適用し、６０％から年次的に引き上げ現在８０％と給水収益の安定を図っています。

　この基本料金制を引き続き維持しながら経費を抑えることにより単年度純利益を確保し、今後は累積欠損金などを段階的に減らすこ

となど状況は厳しいと思われますが、工業団地への企業誘致の状況を注視しながら健全経営を行うこととしています。

　契約企業の施設増設により水量が増加しましたが契約水量には至っていません。今後も景気変動などにより厳しい環境が続くと予想

されますが、新規企業との契約が予定され増加を見込んでいます。

　平成２０年度から基本使用水量を適用し、契約水量に対する基本料金率を６０％から段階的に８０％まで引き上げ料金収入の安定を

図ってきました。その結果微増傾向ではありますが、社会情勢や景気変動などにより契約企業の業務状況が大きく変わり、料金収入に

影響を与えることがあるため動向を注視しています。今後は、既存企業の設備投資や新規企業との契約が予定されているため料金収

入の増収を見込んでいます。

　最初に契約企業へ給水を開始して以降２０年以上が経過し、更新時期を迎えた施設設備等の改良事業が平成２５年度に完了しまし

た。減価償却率は増加傾向にあり、施設利用率も現在の契約企業数が確保できれば下降する状況にはないと考えられます。

　しかし、第３期改良事業で新規送水が可能となるよう施設整備を実施しましたが、平成３２年度から新規企業との契約により現在以上

の水需要が見込まれるため、平成３０年度から取水井施設の増設事業に着手します。

　職員定数は「斐川宍道水道企業団職員定数条例」に基づき適正に配置しますが、職員は構成市からの派遣のため、採用、人事異動

は構成市に委ねられています。工業用水道事業における職員は配置していませんが、上水道事業と同じ公営企業の組織内で兼務とし

て業務を行ないます。

施設の見通し

組織の見通し

料金収入の見通し

《有収水量の予測》　　単位；千㎥

《料金収入の見通し》　　単位；千円

《施設の見通し》　　単位；％

水需要の予測
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水需要の予測（単位；千㎥） 
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料金収入の予測（単位；千円） 
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施設の見通し（単位；％） 

有形固定資産

減価償却率 

施設利用率 



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

契約企業へ安定的に供給するために施設整備や更新を行う

・取水井増設工事　　　　　　　　　　　 事業費　１００，０００千円（平成３０年度から３１年度）

・機械、電気、計装機器類の更新　　事業費　　７９，１５０千円（平成３２年度から３９年度）

・上水道事業会計からの長期借入金２５４，４００千円を平成３０年度から５カ年で償還

安定的な供給による給水収益の確保

財源の積算の考え方

①料金

　・基本料金制の維持

　・新規予定利用者の給水量が増加すると考えられ、その水道料金収入を見込む

②企業債

　・償還元金の範囲内で新規借入額を算定

経費の積算の考え方

①委託料、修繕費、動力費等；平成２８年度決算の実績額を基に算定

②職員給与費；平成２８年度決算額を基に、職員割当数１名とし算定

③支払利息；既発債は償還表に基づき算定、新発債は発行条件を設定し算定

④減価償却費；固定資産台帳に登録されている償却資産と、今後新規取得する償却資産に係る減価償却費の見込みに基づき算定

目 標

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

3

②　収支計画のうち財源についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標

①　収支計画のうち投資についての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

－

大規模修繕費の平準化

－

－

－

　安定的に事業を継続していくために毎年度収支計画と進捗管理を行うとともに、収支均衡の維持に
努め、概ね３年毎を目処に見直しを図る

－

－

－

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

施 設 の 共 用 化

料 金

構成市による企業誘致の実現に向けての要望

4

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

繰 入 金

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

企 業 債

計画期間中の施設・設備の修繕費、改良費を平準化し、長寿命化を図る

施設、管路のうち、上水道事業で不要となったものを使用

－

－

－

過去の過大投資分が補えるよう一般会計繰入金の継続の確認と増額の要望

－



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 94,692 96,349 94,692 94,692 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792
(1) 94,692 96,349 94,692 94,692 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792
(2) (B)
(3)

２． 20,958 8,478 16,946 20,034 20,034 18,943 18,886 18,886 18,886 18,886 18,886 18,886
(1) 160 60 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769

160 60 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769

(2) 20,794 8,384 3,143 6,231 6,231 5,140 5,083 5,083 5,083 5,083 5,083 5,083
(3) 4 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34

(C) 115,650 104,827 111,638 114,726 122,826 121,735 121,678 121,678 121,678 121,678 121,678 121,678
１． 67,754 76,042 72,365 69,695 78,074 68,036 76,165 74,453 74,454 73,678 66,228 74,230
(1) 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458 8,458

4,645 4,645 4,645 4,645 4,645 4,645 4,645 4,645 4,645 4,645 4,645 4,645

3,813 3,813 3,813 3,813 3,813 3,813 3,813 3,813 3,813 3,813 3,813 3,813
(2) 23,577 31,938 28,315 28,240 34,730 26,655 34,741 34,341 34,504 34,504 27,069 35,069

12,471 13,860 14,877 14,877 16,142 16,142 16,303 16,303 16,466 16,466 16,631 16,631
250 7,089 2,524 2,524 10,524 2,524 10,524 10,124 10,124 10,124 2,524 10,524

10,856 10,989 10,914 10,839 8,064 7,989 7,914 7,914 7,914 7,914 7,914 7,914
(3) 35,719 35,646 35,592 32,997 34,886 32,923 32,966 31,654 31,492 30,716 30,701 30,703

２． 10,994 9,778 9,704 9,510 9,958 9,620 9,267 7,763 7,397 7,017 6,610 6,206
(1) 10,895 9,778 9,704 9,510 9,958 9,620 9,267 7,763 7,397 7,017 6,610 6,206
(2) 99

(D) 78,748 85,820 82,069 79,205 88,032 77,656 85,432 82,216 81,851 80,695 72,838 80,436
(E) 36,902 19,007 29,569 35,521 34,794 44,079 36,246 39,462 39,827 40,983 48,840 41,242
(F) 53,849 1,486
(G) 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
(H) 53,848 1,484 △ 2 △ 2 △ 2 △ 2 △ 2 △ 2 △ 2 △ 2 △ 2

36,902 72,855 31,053 35,519 34,792 44,077 36,244 39,460 39,825 40,981 48,838 41,240
(I) △ 111,936 △ 39,081 △ 8,028 27,491 62,283 106,360 142,604 182,064 221,889 262,870 311,708 352,948
(J) 172,099 212,916 235,641 257,742 207,215 213,062 210,390 260,739 313,533 349,963 393,083 427,799

16,075 16,075 9,469 9,469 10,279 10,279 10,279 10,279 10,279 10,279 10,279 10,279
(K) 33,866 63,841 87,147 127,243 77,424 79,019 30,187 28,435 31,180 45,588 29,447 47,997

1,824 1,972 8,013 52,767 5,600 5,842 6,651 4,286 3,827 17,827 3,084 21,634
( I )

(A)-(B)

(L) △ 138,233 △ 149,075 △ 148,494 △ 130,499 △ 129,791 △ 134,043 △ 180,203 △ 232,304 △ 282,353 △ 304,375 △ 363,636 △ 379,802

(M) 94,692 96,349 94,692 94,692 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792 102,792

△ 146.0 △ 154.7 △ 156.8 △ 137.8 △ 126.3 △ 130.4 △ 175.3 △ 226.0 △ 274.7 △ 296.1 △ 353.8 △ 369.5

(N)

(O)

(P)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

5

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22 条により 算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

343.4△ 118.2 △ 40.6 △ 8.5 29.0 60.6 103.5 138.7 177.1 215.9 255.7 303.2

地方財政法施行令第15条第１項により 算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

平成31年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 7,000 80,000

２．

３．

４． 19,840 19,940 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 19,840 19,940 13,231 86,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231

(B)

(C) 19,840 19,940 13,231 86,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231

１． 803 10,213 99,735 3,562 5,662 5,662 1,012 63 28,062 63 35,562

9,672

２． 32,820 31,292 14,707 22,134 22,476 22,824 23,177 23,536 24,149 27,353 27,761 26,363

３． 46,400 57,000 52,000 49,000 50,000

４．

５．

(D) 32,820 32,095 71,320 178,869 78,038 77,486 78,839 24,548 24,212 55,415 27,824 61,925

(E) 12,980 12,155 58,089 92,638 71,807 71,255 72,608 18,317 17,981 49,184 21,593 55,694

１． 12,980 12,155 58,089 92,638 71,807 71,255 72,608 18,317 17,981 49,184 21,593 55,694

２．

３．

４．

(F) 12,980 12,155 58,089 92,638 71,807 71,255 72,608 18,317 17,981 49,184 21,593 55,694

(G) 254,400 254,400 208,000 151,000 99,000 50,000

(H) 605,702 574,410 566,703 624,569 602,093 579,269 556,092 532,556 508,407 481,054 453,293 426,930

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

160 60 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769

160 60 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769

19,840 19,940 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231

19,840 19,940 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
6

平成39年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

計

そ の 他

平成36年度 平成37年度 平成38年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成38年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

平成39年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度平成31年度本年度



（別紙　１） Ｈ３０．４．１現在

斐川宍道水道企業団　組織図

（事務職：２名）

［課長：次長兼務］ （事務職：２名）

（事務職：１名） （事務職：１名） （技術職：３名）

（技術職：１名） （技術職：２名）

配水係

工務課

施設係

7

会計係

管理課

収納係

企業長 副企業長 事務局長 事務局次長

0

1

2

3

4

5

職員の年齢構成 人数 


